
合併に係わる事前開示書類

会社法第 794条第 1項および会社法施行規員」第 191
合併契約等の内容その他法務省令に定める事項を記載

2024寄二2月 15日

東京都墨田区商圏工下日 10番 14号

三菱製紙株式会社

取締役社長 木坂 隆

条の定めに従い、下記のとおり吸収

した書面を備え置くこととします。

1.吸収合併契約の内容 (法 794条 1項 )
別紙 1の とおり、2024年 4月 1日 付けで三菱製紙株式会社 (以 下「肖社」といぃます。)
を吸収合併存続会社、新北菱林産株式会社 (以下 「林産iと いぃます。)、 京菱ケミカル株
式会社 (以下「京菱」といいます。)及び高砂紙業株式会社 (以下「紙業」といいます。)
を吸収合併消滅会社とする吸収合併契約を締結しました。

2.吸収合併消滅会社の株主に対 して交付する金銭等の内容及びその割当てについての定
めの相当性に関する事項 (規則191条 l号 )

留及収合併存続会社である当社は、吸収合併消滅会社である林産、京菱及び紙業の発行済
み株式企部を所有 しているため、合併に際 しては株式の発行および金銭等の交付は行いま
せん。

3.消滅会社の新株予約権の新株予約権者に対して交付する存続会社の新株予約権又は金
銭の内容及びその割当てについての定めの相当性に関する事項 (規則191条 2号 )
吸収合併消滅会社である林産、京菱及び紙業は、いずれも新株予約権を発行していませ
′t/◇

4.吸収合併消滅会社についての事項 鶴則191条 3号イ)
吸収合併消滅会社である林産、京菱及び紙業の最終事業年度 (2022年 4月 1日 ～2023
年 3月 31園 )に係わる計算書類等はそれぞれ汚1紙 2から4の とおりです。
なゃ、いずれの会社におきましても、最終事業年度の末日後、重要な財産の処分、重大
な債務の負担その他の会社財産の状況を孟重要な影響を与える事象は生じておりません。
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5.吸収合併存続会社における最終事業年度の末日後に生じた財産の処分、重大な債務の
負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 l規則191条 5号イ)
該者事項はありません。

6 吸収合併が効力を生じる日以後における存続会社の債務の履行の見込みに関する事項
(規則 191条 6号 )

吸収合併の効力発生日における当社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込
まれます。また、吸収合併の効力発生日後において当社の債務の履行に支障を及ぼすよう
な事態は、現在のところ予測されておりません。よって、本件吸収合併により当社の負担
すべき債務について、履行の見込みがあると判断します。

以  上
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三菱製紙株 式会社
「乙 3Jと いい、

舛 3条 (無 対4"合 ,「 )

叩は本合併に燃 して

以 上の契

布する。

2023年 11月 13日

東京都 基「fl抵

"国
2T博 10番 14サ

41
r菱興紙株式会社

十ヽ表取締役社長 極隆鱒
青森県人戸市大学河易〔本字 占

‐
森谷地 3綱4地

だ肇康ぶ看疹ご

会

ォ功Ⅲ l看 ,こ
喜華
|

合 併 契 約 書

ゴΥテtごどとまど塚ば崩〔辞腐常ギ篇ド計奪亀1軟払ゴ毬為操載絶黒、解玄
式会社(以ド「乙駒とぃうぉ及嚇蜘歎式会社(以下

第 1条 (今 俳【テブ方法 )

'押

rと は、 IFを 吸収合併 ゴチ統会社、乙を吸収合併消滅会却:を 上メて台,,与 (以 下「本合併」と
い う。)、 41か 乙

`')椎
不ll義 務の全部を承継する。

劣 2条 (当 事会社の商 普及び住所 ,

本合併に係わ る坂収合併存縦会社及 び吸収合併消滅会 社の出 孝及び住所 は次の とお りで
ある。

1)吸 収合併存統会社

lF残  号 |三 菱 Bヽl紙 株式会社
柱  l'「r:東 京都″(,1とズ西図 2]日 lo番 14雅

2)吸 収合併消滅会社

(乙 1)

商 号 :新 北菱林産株式会社
住 P,I:背 森熟八戸 1科 大学獅療木′サ'昔 森谷地 む番角li
(乙 2)

商 暑 :京 菱ク ミカル株式会社
住 所 :京都府長岡京構神足続本 15番地
(乙 3)

lヽξ tt i高 秒紙業株式会社

fF tt i兵廊県高砂1,高 f″町栄‖「 106番地

第 7条 (会 社財たの引継 )
lttlは 、効力発生H任おいて、勃力発生日の前 11におけるるの企ての資た及び負債並びに絶不lJ義務の 一切
を承継する。

第 8条 (‐着筆注意義務 )

I「 乙は、本テズ約締結後効力発生 ||!子 至るまで、渉良なる管劇!者 と してて″ブィi意 を帯〕″ぅてそれ
ぞれの業務 を手メt行 し、かつ、一切の財チ

'r管
理をす るものとし、その財産及び柿利義務 すこ重要

なる影響を及ぼす行為を行 う場合には、あらか じめ
'「

乙協議の うえ、これを実行する。

舛 9条 (解 散の費用 )
ノデブlヵ 発生 日lfお いて 乙の解散のために支ィ|,す る費用 t注 、すべて ,ド の負 卜1を する企

第 10条 (協崩雪帯i項 )

本契約にためた球)項 のほか、今′井に開 l_之、要な宇顎がぁるときは、本契約のた凛置に基づ
し`で、 11る 協,義 の うえ .洗 定する。

約を証するため木善 1迦 を作成 し、 l+1が 本紙をr41か ら乙 8′サッ《その写 しをそれぞれ保

ご,♂,事代上に対 しフて株式の力行及び企銭等の交 rサ を しない tぅ のとす る。

第 4条 (合 併により増加す る資本企及び準備金等の額 )
本合捌 1と より好Iの 資本企及び資本準備金 ti増 ヅltt t´ ない。

第 5条 (本令俳の効ノ,発 生 ||)

本合併の効力発生 日は、2024年 4月 よ層をする。ただ と′、吸電X今 研の手続きのた社イ,任 応
と、必要あるときすli、 「ll乙

''′

識の う女 これを変更するととができる。

第 0条 (介 ,「 承認欺締役会)
ifI乙 は、効力)と 生 IIの 前鸞までに、取締役会をμ樹イΥl lャ 、本契約の承認を求める。

乙 雲

京都府長|工,京市抑是橋本 15恭地

乙 2 京菱クミカル株式会社
イ(表 取締役社長 徳永 +封

|.f静
II拳

兵廉累高砂れ,島砂置手栄‖」106番地

▲ 3 高砂紙業 l了木式会社    ,
代表収締役社長 疫ザ

'す

浩 1ll iミ :

望
ぶ

滓
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第 43期 事業報告

2022年 4月 1日から

2023年 3月 31日まで

新北



■ 事 業 報 告 ,(2022年 4月 1日 か ら 2023年 3月 al日 ま で )

1.会社の現況に関する事項

(1)事業の経過及びその成果

当期におけるチップ部門は、原木市況を左右する針菜樹用材の需給はウッドショックによるひ
つ迫した状況から合板工場などの減産により

“

嚢剤されましたが、価格は高止まりを続けました。

素材生産業者は一部で針葉樹から広葉樹の伐採にシフトする動きが見られたものの多くが針葉

樹伐採を継続し、その結果原木集荷は針葉樹が好調だった一方で広菜樹は低調に推移しました。
損益面は燃料用チップの販売数量が好調でしたが、原木価格や仕入チップ価格の上昇によるコス
トアップやチップ減産などにより減益となりました。

ノくレット部門は、三菱製紙八戸工場のパレット需要に応した供給を行う中で八戸工場のコスト
ダウンとなる回収パレットの修理に注力してまいりました。損益面は仕組材の仕入価格が原木価

格や電力料金上昇のあおりを受け値上げを余儀なくされ減益となりました。

以上の結果、売上高は 8′651百万円 (前期比 0.40/0滅 )、 営業利益は 273百万円 (前期比 14.
00/o減 )、 経常利益は 231百万円 (前期比 11,20/0減)となりました。また、当期純希u益は 184
百万円 (前期比 12,00/9減)となりました。

(2)部門別の営業の概況

① チップ部門

販売数量は、自製チップにつきまして(ま、裂紙用広票樹は 95子 t(前期比 11.90/0減 )、 製
紙用針菓樹 (剖ヒ上ノヽイテクペーパー (現三菱製紙北上正場〕向けが加わり 57千 t(前期比
21.60/。増 )、 燃料用は 24千 t(前期比 54.50/。滅)となり、自製チップ合計では 177千 t(前
期比 15.20/O減)となりました。

仕入チップにつ言ましては、製紙用広菜樹は 78干 t(前期比 7.3 饂ゝ )、 製紙用針藁櫛は
4フ 千 t(髄期比 7.60/c減 )、 燃料用は 80千 t(前期比 9.70/0増 )で仕入チップ合計では 206
千 t(前期比 1.5。/9 滅`)となりました。

これらに用材、パーク・ダス ト販売などを加えた結果、売上高は 8f332百万円 (前期比 0.20/0

減)となりました。

②パレット部門

三菱製紙八戸工場への販売数量は377千枚 (前期比6.60ん流)でその内修理品は137千枚 (前

期比6.0%増)となりました。これに外部販売を力口えた売上高は319百万円 (前期比6.60/c滅 )

となりました。
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(3)韓 等0状況

当期中において実施いたしました設備投資等の総額は 17,473干 円で、そのとなものは、次の
とおりであります。

① 当期に完成した主要設備

・本社工場(チップ部門)

・岩泉工場(チップ部門)

・岩泉工場(チップ部門)

② 当期末現在継続中の主要設備

パーク破砕機 (本社工場)

(4)資金調達の状況

プーリングを導入しております。当期末は 334′274干円の借入となつております。

(S)財産及び損益の状況の推移

2020年 3月期 1  2021年 3月期   2022年 3月期(筑鶏)12022年3月期(当期)
区分 (2019年 4月 1日～ |(2020年 4月 1日～ :(2021年 4月 1日～ |(2022年 4月 1日～

2020年 3月 31日 ) 2021年 3月 31日 ) 2022年 3月 31日 )  2023年 3月 31日 )
売上高

(手隅〕
8,126r254 S,104汗25 8′ 868′ 576 8P651P559

営業知」益

(千円 )
85′064 48S,26S 317=730 2,3,195

経常利益

(千翻)
81′676 501,477 316,700 281′ 159

チツプ車(中古)三菱 Ⅳ

トラックスケール更新

局圧コンデンサ更新

当鶏審 ll益

(千円)
56′ 140 327r817 209ィ551 184r365

1抹当たり当期純利益

(円 )
435.20 2,541_22 1,624.43 1,429。 13

純食産

(千隅 )
421,705 693,524 575,286 550,156

1襟当たり純資産

(円〉
a,269,03 1 Sf376.16 4,459.59 4,264,77

総資産

(千澗)
it982P39S 2,056′549 1′フ93,749 2,219,459

(6)重要な親会社及び子会機の状況

当社の親会社は三菱製紙株式会社で、同社は当社の株式を129F°00株 (議決権比率100°/。)保

有 しております。

当社は親会社へ、国内の木材チップ・木製パ レッ トを販売しております。また役員の派遣及び

社員の出向を受けております。

-2-



(7)対処すべき課題

チツプ部門では製紙用チップの需要に応した安定供給を行うと共にパイオマス発電向け燃料

用チップは林地残材の活用などによる供給の増量を図ります。ノ〔レット部門では数量・α名柄の変

化に対応した安定供給を行うと共に、修理枚数の増加に取り組み親会社のコストダウンにつなげ

て参ります。

(8)主要な事業内容 (2023年 3月 31日現在 )

当社が現在行つている事業の主なものは次の通りであります。

木材加工品の製造及び販売並びに修理を主要な事業としており、そのほとんどが三菱製紙株式

会社及びTア、・筐―・T′ ・ゝ王子エコエネルギー株式会社との取引であります。

(9)主要横 業断等 (2023年 3月 31日現在 )

本社及び本社工場・パレットエ場   青森県八戸市大河原本字青森谷地 3番地
北上事業所及び北上工場       岩手県北上市相去町笹長根35番地
岩泉工場              岩手県下関伊郡岩泉町二升石字西野49番地

久慈工場              岩手県久慈市蔓井町鳥谷第 3地割 6番地

田沢湖工場             秋田県仙北市田沢湖梅沢字者F野238番地30

(■0)従業員の状況 (2023年 ヨ月31日現在 )

区分

36名 社員

(注)1.他社からの受入ユと向著も含めて記載しております。

2.上記の他、3名の派遣社員、13名の再雇用者、7名のプく―卜社長がおります。

(11)主要な信入先 (2023年 3月 31日現在〕

借入額 (千円)

40,000

借入先

株式会社青森銀行

2.会社の株式に関する事項 (2023年 3月 31日現在)

(■)発行可日馴路置贈鷲照虫   240,000株

(2)発行済株式の魯豊数   129,000株

前期末比増滅数

△2名

従業員数

(3)離 数 1名
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(4)大継

三菱製紙株式会社

株主名 持株数

129,000株

持株止と率

100。/o

3.会社役員に関する事項

(1)取締役及び監費役の状況 (2023年 3月 31日工見在 )

北上事業部長

担当及び重要な兼職の状況

秦 謙隆

早乙女 ‖瞑―

松土 義―

岸 昭憲

(注〕1.当期中の就任

2022年 6月 28国

2022年 9月 1日

2.当期中の退任

2022年 6月 28日

2022年 9月 1日

取締役

常務取締役

取締役

常務取締役

(2)取締役及び監査饗の報酬等

① 当事業年度に係る報酬等の総額

摘要

(注)1上表には 2022年 6月 28日 開催の第 42回定時株主総会終結の時をもつて退任した取締

役 1名を含めております。

2.取締役の支給額には、使用人兼取締役の使用人分給与は含まれておりません。

3.株主総会の決議(2013年 6月 10日 )による取締役報酬限度額は、年額 40百万円

4.株主総会の決議(1982年 6月 8日 )による監査役報酬限度額は、年額 1百万円

5,役員報酬は取締役会に一任しております。

-4‐

北上八イテクペーパー(株)代 表取締役社長
三菱製紙(株〕執行役員 北上事業本部長
Tア、・ピー・T′、・ォペレーション(株)事務部長
Tア、・ピー・ェム・オペレーション(株)原質部長
三菱製紙(株)原材料部長

三菱製紙(株)経理部 会計業務グループリーダー

氏名

今堀 悟朗

畢乙女 順―

太田 禎二

秦 謙隆

扇谷 浩

岸 昭憲

工藤 浩登

会社における地位

代表取締役社長

常務取締役

聴

聴

取締役

聴

監査役

支給額

21百万円

1百万円

22自力円

支給人員

9名

10名

取締役

1名|監査役

合計

区分



4.錠 0組 及防 針
親会社である三菱製紙株式会社の企業行動憲章とヨンプライアンス行動基洋に則り内部統嗣
の体制整備を行っております。

以上のご報告は、次により記載されております。

1.日力岡・千円単位の記載金額は、自力円。千円未満切り捨てにより表示いたしております。
2.千株単位の株式数は、千株未満切り捨てにより表示いたしております。

‐
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第 43期 事業報告0附属明細書

2022年 4月 1日から

2023年 3月 31日まで



■目演

貢

1

1

ユ

2.       内容を構足する重要な事項



i

事業報告の「3.会社役員に関する事項」の取締役及び監査役の状況に記裁のとおりであります。

2.その他事集報告の内害を描足する重要な事項
該当事項はありません。
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3

2022年 4月 1日から

2023年 3月 31日まで



■賞信対照表

2023年 3月 31日現在

2023年 3月期

本斗目

固定資産

有形固定資産

建物

構築物

機械及び装置

車両運搬興

五具、器具及び備品

土地

リース資産

建設仮勘定

無形固定資産

電話加入権

借地権

投資その他の資薩

投資有価証券

繰延税金資産

保証金

入会金

出資金

リサイク,レ料金

金額 科目

i負債0部
1′9397090,7871流動負賃

1,158,8841 買掛金

1,187,346′047  短期借入金
43′ 311ァ 3031 リース麟
4r163,639: 未すム金

560′ 112,825  未芋ム費用

68′395,671, 未焼 人税等

13,753F135  賞与弓1当金

18′680,082  預り金

66′ 301

42,102P900

1固定負債

リース債務

280,36S「 533  退職給付弓1当金
264,189,739

62,097,457

32,313,922

94′697,773負働合計
4′ 2フ7,012

1,221r812

44′ 722.113

245′ 650-の 部

24′ 614,0001株彗

3,7■6,818 資本金

1,424,638 資本霜競

2,292,180 その他資本剰余金
■2,46■ 7976 利益剰余金

100,000  不」益準偏金

117614,796  その他不」益乗」余金

410′ 0001    月じ途積立金

50,000i    繰越劇益乗u:余垂替

120F° 00:

167,1801

純資産合計

2,219′ 459,320負債及曲 資産合言計

新北菱林産株式会社

代表取締役社長 今堀 信朗
(単位 i円 )

鋼

1,666′ 6■ 8′0701

842,707,6391

3ア4,274,040.

187,272

336r432′フ46

80.619′ 462

16′749,700

15r232′ 999

414,212

2,6857■ 97

100,116

2′ 585′ 081

■′669,303,267

5SO,■ 56,OS3

70,000,000

S4r500,000

54′ 5001000

425,656rOS3

17′500,000

408′ 156′ 053

206,700,000

201′456「053

550「■56′053

資産の部

流動資産

現金及び預金

売掛金

製品

仕組材

貯蔵木材

立木及び仕掛材

貯蔵品

未収入金

仮払金

未収消費税

-1-

資産合計 2,219r459r320



日掘益計算書

2022年 4月 1日 ,〕 ら`

2023年 3月 31国まで

2023年 3月期

科 目 金額

売上高

売_L原価

売上絡利益

販売貴及び一般管理買

営業奉】益

営業外収益

受取利息

雑収入

営業外費用

支払利息

雑損失

経常利益

特別損失

固定資産廃棄損

リース契約解約

税引前当期純劇益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当瑠純利益

9,529

10,669,522

2,526,078

189r232

75,374

43,000

新封ヒ菱椎 株式鋭

(単位 :円 )

8r65ir559,864‐

7,877,979ァ 8231

773,580,54■

500,384,591

27]′■9S′950

10r679,051

2,715,310

281,159『 691

119.374

281,040,317

99,787,039

△ 3▼ 111▼960

134′ 365,238
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■株主資本書変動計算書

2022年 4月 1日から

2023年 3月 31日 まで

2023年 3月期

貧本金 琴|よ益剰余金

新封躍訥 動 賦 錨

(単位 ;円 )

利益

剰余金

合計

その他 資本

資本烈l余金   剰余金
合計

準備金 別途

積立金

縦

利益

剰余金

当期首残高

当剰変動額

70,000′ 000 54′500,000 54『 500,000 17,500ァ 000 1206′700′ 0001226f586f815450=786P315

剰余金の霊当

当期純利益

△ 209,496す 000 △ 209,496,OOO

184′ 365′238184′ 365,238

当期変動額合計

1当鋼末残高

当理首残高

当期変動額

剰織 )配拳

当期純利益

0 4ゝ 25r130r762 △ 25,130,762

70,000F000 54.500,900i S4′ 500,0001 1フ′500,000206,70o「 oo0 201,456,053425,656f0531

株主資本合計 純資産合計

575,286.8155フ 5,286f815

Δ 209,496.0001△ 209,4961000

184,365,238イ 184,365,238

当期変動鶏     △ 25f130,7621△ 25′ 130,762

当期末残高 5SO,156,053 550.156′ 053

00O
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口個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

1.資産の評価基津及び評価方法

(1)たな卸食産の評価基準及び評価方法

本社工場・パレット正場

商品及び製品  :移 動平均法による原価法
仕掛品     :移 動平均法による原価法
原材料及び貯蔵品 :個別法による原価法に基づく低価法

北上工場 。岩泉工場 。久慈工場・田沢湖工場

製品      :先 入先出法による原価法
貯蔵木材    :移 動平均法による原価法
立木及引士掛材  :個別法による原価法
貯蔵品     ;先 入先出法による原価法

2.固定費産の減価償去日の方法

(1)有形固定資産 (リース資産を除く)

定額法を採用しております。ただし、200フ年 3月 31日以前に取得したものについては旧定額法を採用しております。

(2)無影固定貧産 (リース登産を除く)

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア (自社利用分)については、社内における利用可能期間 (5年)|こ基
づいておりますs

(3)リ ース貧産

所有権移転外ファイナンス ,リ ース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価霞を零とする定額法を採用しております。

3.引当金の計上基準

(1)買与弓1当金

従業員の賞与支給に傭えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度 tこ負担すべき額を計上しております。

(2)退職給付弓1当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金登産の見込額 l霊
~基
づき、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額を計上しております。

なお、退職給付債務及び退職給付費用の計算は、退職給付に係る期末自己都合要支総額及び直近の年金財政計算上の数

理債務を退職総付債務とする方法を用いた面便法を採用しております。

4.消費示免等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理 tよ税抜方式によつております。

5.グループ通算制度の適用
2023年 3月期よリグループ通算制度を適用しておりますa

-4-



(― 計弱 に関する灘 〕

1`発行済株式の種類及び総数に関する事項

1株式噛 当期首株式数   1当期増加株式数  当期減少株式数   当期末株式数

1129,000株 129,000株

2.剰余金の配当に関する事項

(1)配当金支払額等

株式の,種類

錦

決議 効力発生日

錦 209′496    1,624100 12022/3/81    2022/6/29

配当金の総額

(子円)

1株連たり :基準日

霞E当額 (円〕

2022/6/28

定時株主総会

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生

決議

日が翌事業年度後となるもの

株式の種類   配当金の粋奪頚  1株当たり 1基準日
(子円)   配当霞 (円 )

効力発生日

予定

.202ユ/6/29

定時株主総会
螂        184,983     1,427,00 12023/3/31     2023/6/30
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監査報告書

2022年 4月 1日 から2023年 3月 31日 までの 第43期事業年度の取締役の職務の執行を監
査と`たしました。その方法及び結果 iこつき以下のとお り報告いたします。

生.監 査の方法及びその時容
私は、電話回線又子まインターネ /ヽ卜 等を経由 した手段も活用 しながら、取締役及び使用人
等と意思煉違を図 り、情報のlR集及び監置の環境の整備に勢めるとともた、取締役会その他
重要な会議 ,こ 班庸 し、取癖役及び使用人等からその職務の執行状況たついて報告を受け、必
要に応 じて説明を求め、重要な決裁書類等を調覧 し、本社において業務及び財産の状況を調
査いたしました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附F貧明細蓄について検討いた
しましたε

さら,こ、会計帳簿及びこれ ;こ F美弓する資料の調査を行い、姿該事業年度に係る計算書類 (貸

借対策表、損益計算書、株主資本等変動計算議及び個帰り注記表)及びその附癌明細書どこつい
て検討いたしました。

2.監 査の結臭
(1)事業報善等の議査結果

① 事業萩告及びその附属弱組書は、法令及び定款 ,こ徒い、会社の状況を工しく示してい
るものと認め ます。

② 取締役の職務の執行 ,こ 関する不正の行為叉子ま法令審 しくは定款短違反する重大な票実

嫁認められません。

(2)計算書類及びその踏属明紹書の監査結果

計算書類及びその附属明縦書は、会社の財薩及び損益の状況をすべての重要な点にお

いて適正 ,こ 表示 しているものと認めます。

3,遺記事項

2023年 5月 16日

新北菱林産株式会社

監査倹

瞼抵ツ
ｖ，
姦｝―
一



2022年 4月 1日から

2023年3月 31日まで

新北菱林鹿株式会社



日目次

1

弓1当金の明細

4-(1).

4-(2).   批慰虞宿対照表(賞方)

5 呻 鰭

嚇 _L原価

頁

1

2

ヨ

4

5

6

7

2

3

6



1.有形固定費産及び無形固定資産の明細

(単位 :子礎)

区分

有

形

固

定

資

雇

違物

構_貧物

機構及び装置

車両及び運搬具

工彙、器具及び傭品

リース壷産

建設仮勘定

萄影固定資産計

題雷帳簿価領

67,023

3S,349

115,658    16,578 76

8,S66

676 895

44ァフ22

496

941    41,146    17′ 473

273,433    58,620    17′593

当期減少額 当期償却額 1即末帳簿価額 価

4′ 926    62了097   166′062   228,159

3,035 32,313    89′348   121r662

37′ 462    94′ 697  1,032,606  1′ 127,303

4,2891     4=277    53.04フ     57,324

349     1.221     5,450     6=672

44,722 44f722

43 207 245 621 86フ

土地

祭

形

薗

定

資

歴

電話加入権 1,424 lr424

信地権 2,292 2F292

無形固定資産計 3,716 3′716

(浅

'  1 
詑義金鎮は 子円禾務を切り捨てて表示しております。

2、 当霧増加額のうち、主なものは次のとおりであります。

機械及び装置    本社工場 チップ車 (中占)三 菱 FV           8,150千 鶴

機械及び装置    本社工場 Nは6 サイドローター滅違礁 (住友) 5 5KW    230千 馬
機械及び装置    本社工場 Nc2 アヽ一カー減速機 (住友墾機椛)         900千 円

揺椛及び装置    本社工場 No2 デぐ―カー浦遠権取付工事 (東工業)      780千 円

機載及び装置    右泉工場 トラックスケー)レ更新              3ィ 750手 円

機械及び装置    吉泉工場 高圧コンデンサ更新                1,360千 閣

機硯及び装置    君泉工場 高履気中瞬Fォ傷器更新                773千 ■

機械汲び装置    若泉工場 藁牢重断謡及び迫電流継篭更新           63S千 径

器具及び傷畠    本社事務所 電話設偏更新                   39S子 轟

3 当霧減少額のうも、主なもの子ょ次のとおりであります ,

機械及び装置    着泉工場 トラックスケール                  76千 瑠

リース資産     本社事務所 電話機器リース中途群寵              43千 円

4 忌設仮勘定の増減は,主として基瑚中の設傭建設の進拶と竣正(こよる賓産振畜であります。

24,614 24F614

50′ 271   264ど 189  1,347′ 135  1,611,325

取得 2022笙 iS潟

取得 2022自
=6月

取得2022年 6月

取得2022年 7局

取得2022年 8月

買)t得2022年 9月

取得2022年 9月

取得2023年 3月

取得 2022笙 3月

珠却2022祭 3月

解約2022年 9月

-1-



2E B:当金0昭嶺

:当金

区分

(単位 :円 )

当期 勃 噸

12,466,799 26P772『9031      24′ 006′703 15,232,999

与653′8611 2,487,919 S,SS6.699 2,S85,081

てヽは、 しております。
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増減要因 (単位 :百万円)

チツプ△35.1 ノ〔レット△0.5他

増滅

〔△(よ減益要医l)

△ 45,586

△ 35,702

△ 123

△ 9′フ61

△ Sr703

△ 4′ 0■ 5

1,291

へ 20

込ゝ 1「923

とェ1,479

132

△ lF425

△ 589

△ 70S

△ 144

81

企ゝ 72

△ 30

23

△ 231

△ 58

△ 2

△ 165

4

ハ 9

△ 29

△ 43

△ 23

△ 56,010

当鶏

2C22=4月 1ヨ たヽ う

2023_療 3月 31自 まで

370,622

359′402

1,458

9′フ61

22′ 25ヨ

85r761

51,583

3′ 202

1,923

10′ 289

3,567

13,940

lF2S4

2■,746

1′ 971

844

525

185

149

346

1′421

フ32

206

469

421

260

137

14,103

△ 129

500,334

前瑠

2021年 ■丹 1彗 ■ヽ こ

20を 2年 a月 31こ3煮 そ

325,036

323,700

1.335

■6,550

8■,746

52,874

3,181

8′ 809

3′699

12′515

664

21′04■

1.827

844

607

112

119

370

1,190

フ23

204

303

425

251

157

14′ 060

∧ 158

444′374

科 国

隣 鍛

運賃

販売手数料

販売間接語掛

役員報酬

労務責

鶏

諸手当

雑給

実与

睡

法定福利費

厚笠費

館

滋価償却費

隻繕料

保険料

修繕貢

水道光熱買

租貌公課

旅賢交通費

通信賣

区詈貴

票務消耗品賣

会費

広告宣伝登

交際貴

雑 買

雑収入

距尭資及び―般管理資計

3. 比較販売貢及び一般管理費明細表

(単位 !千関)

(注)記載金額は、■開未湊を胡り総てて表示しております。
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4‐ (1).比較賀借対照表

科 目 前期    当期
(2022年 3月 31径J)(2023学 3月 3 1 EI)

(単位 :千円 )

N+23,005m3+167.7

N+54.8m3+フ .4

資康の部

講酌資産

現金及び預金

売掛金

製品

仕組材

貯蔵木材

立木及び仕掛材

貯蔵品

短期貸付金

未収入金

その他

未収消費税等

目定資産

有形固定書産

構築物

機械及び装置

車両運搬具

正具、器具及び傭品

土地

リース資産

建設仮勘定

無形固定資慶

電話加入権

借地権

簸 その他の難

投資有価証券

繰延税金資産

保証金

入会金

出資金

リサイクル料金

韮 齢

増滅 増減要因 (単位 :白力円)

i,S07,262 ■,939′ 0901  43■ ,827

1,307      1′ 158      △148

1「030f368 1′ 187r3461  ls6′ 977三菱製紙④+115.8 MOE伽+33.4 他
38′ 510.   43′311    4′ 800チップ△1.2 ノく[/ッ ト+6,0

2,366      4す 163      1,79フ +36.260m3

226′ 359    560,112    333,753 L+14,034m3+165,9

61r528     68,395:     6′ 867 L△ 4′ 99フ m3△0.5

12,449     13′ 753      1′ 303

132,24フ △132,24フ プーリンク貧付減

2′0461    18′ 680     16,633法 人税違付税額+16.6

78 66 ▲11

42r102     42r102

286,486   280,368   △6′■■8

27a,4331   之64′ 189    △9,243 取得  /  除去il

建物 67,023 62,097    △4r926

35′349     32,313    △3,035

115,658     94,697   △20′960  16.5     0.8

8,566      4,2フ ア    △4′ 289

6フ6 1,221 545  0.8

44′ 722     44,722

496 245 △250

941+    24′ 614     23,673

3,7■6     3′ 7■6

1,424      1′424

2r292      2′292

9′336    ■2,46■      3r125

100 100

8,502     11,6141     3丁 111

410 410

50 50

120 120

153 167 13

■′793ァ 7491 2′ 2■ 9「459   425,709

/ 償却

4.9

3.0

37.4

4.2

0.3

0.2

(注)記載金額 iよ、千円未流を切り捨てて表示しております。
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4-(2).比 較食借対照表

科 国

負債の部

流動負霞

買船

短期借入金

リース債務

未払金

未払費用

未払法人税等

未払消費税等

賞与引当金

預り金

固定負賃

長期借入金

リース債務

退職給付弓1当金

負債合計

純資産の部

株主資本

離 金

資襴 余金

その他奉ll益剰余金

利益目余金

利益率偏金

そのイ也禾u益剰余金

据」途積立金

繰越利益乗I〕余金

稲資産合計

負債焉び純難 合計       ■,793r749 2,2■9,459

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

(単位 :千円 )

前期    当期
(2C22年 3月 31日 )(2023年 3月 31日 )

増減 増減要医l(単位 :百万円)

1,172,521 1,666,6■ 8   494ァ 096

フ60′318  842′フ07   82r389仕入チップ+44.4買入材+379仕組材+4.6他
374,274    374,274借 入金増

280 187 △92

318″802   336′432     17,630連絡納税△ 11.9,去人税立薔+31.8電手△2.1

6フ ,1lo   80,619    13ァ 508運賃+68作業質+2.4外注加ェ貫+23法定福利+1、 3他

1,099     16,ア49     15,6SO

11,977 △1lr9フア

12′466     15,232      2,766

467 414 △52

45,941     2,685  △43,256

40′ 000 △40r000

287 100 A187

5,653      2,58S    △3r068

■,2■8P463 ■,669″ 303   450,840

S75,286   550,■ 5G  △25′■30

70,000    70,000

54,500    54▼ 500

54,500     54,500

450ァ 786   42SP6S6  △25,130

17′ 500     17,500

433′ 286    408,156   △25f130

206,700    206,700

226′586  201′456  △25,130配当△118,3

575,286   SSO,■ S6  △257・30

42S,709

-5-



Si比 較損益計算審

科 目

売上高

売上原価

売上構利益

販売資及び―儀雷理賢

営業利益

営業外収益

受取利忌及び配当金

縦 ll又入

営攀 計

営業外費用

支払利患

雑損失

営業外資用合計

経常利益

特朋利益

固定資屋売却益

!特別君益合計

特虜損失

固定貧摩廃桑損

滅損損失

特別損失合計

税引前当期鈍刑益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

:当期騨 ,益

1  前期     基鶏
.2021年 4月 1日がら 2022筆 4月 二雪ィ】ヽも

2C22年 ]局 31趨 譲で 2923年 3月 31ヨ 謙 【

戦

(▲は減益要

困)

8′6Sら邸76  8,6517559 △ 35,017

7,924,472 7ァ877,979     46′ 492

762,104    773,SS0     11,475

444,374    500′ 384   企二56′010

ヨ17′730    273,195   △ 44,S34

14 9

増減要困 (単位 :百万円)

(単位 |千

“

)

▲ 4

〔浅)記裁金霞fよ、■開未満を輔り捨てて豪示しております

374 10′669      1o,294

388     10,Sア 91 iO,290

1′ 231 2′ 526     途ゝ 1,294

186 189 ▲ 2

1′418      2,715    △ 1,296

316,700    23■7159   4、 35,S4■

624 △ 624

624 △ 624

119 76 43

43 どよ43

■19 ■19

3■ 7ァ205    28■す040   ィヘ 36,■ 65

94ァ317      99′ ,87     r、 5,469

13,336     ハ 3,111      16r448

209,551    184.365!  △ 25,186

0

-6-



増減要因 (単位 :百万円)

L+249.O N+84.2

チップ+lo.4 ノくレット△212,4

チップ+フ .5 ′〔レット△201.2

チップ△1177 ノくレット△2.1 他

増減

(▲は減額 国)

a3盈,7ヨ3

333,307

盗＼4,106

△ 913

フ29

△ 84,4,

3=20フ

1,059

293

△ 7,898

△ フJ026

3,780

113

△ 2′684

△ lF089

△ 1「303

312

△ 5■′■28

1′ 348

△ 4,234

282

△ 5,607

△ 8′ 545

△ 196

△ 16,889

△ 19P480

201

途i39

△ 30

43

△ 13

75

lr051

90フ

273,707

△ 202,052

△ ■9ヨ,603

265,2邸7

△ 119,69■

△ 99′072
46,492

当鶏

2922年 4月 ニヨがら

2023筆 3疫 ヨ芸ヨまで

3′0■6,812

2′フ4ファ220

180,259

フP358

29,889

2P445

28,865

15,271

5,503

■62,264

98,934

9,470

9=129

17′041

4f729

21f911

1ァ047

ヨ■4,442

48r299

54,634

3.613

39,219

49,827

401

47.6フ 0

60,069

3,852

2′339

フ27

37

718

88

103

3f949

△ 1′ 109

3,493,S■ 9

642″ 225

647″ 025
ヨP488,7■9

4,365,098

24′■6ユ

7,877,979

前期

2021年 4万 iヨから

2C22奪 B病 う1ヨ まで

a,349′546

3,080,527

176r152

6′444

30,618

17600

32,073

16′331

5,フ97

154′365
91,90フ

13.251

9,243

14=356

3,639

20r60フ

1′ 359

263Fヨ■4
49′ 647

50,400

3′895

33′611

41F281

204

30′フ80

40r588

4′053

2,299

697

37

762

75

178

5′001

△ 202

3r767′226

440,■72

453,422

ヨ,753,976
4,245′406
△ 74′9■■

7,924,472

科 目

材料費

原木

仕組材

修理仕組材

燃矮

油脂買

修繕材料買

消耗品買

緩

勢務資

義

農と増賃金

諸手当

賞与

睡

法定福利買

厚生貴

経費

減価償却費

賃借料

保険料

支払修繕料

支払電力費

支払運賃

支払作業賃

外注加工賣

租税公課

鱒 費

通信賢

図書霊

事務消耗品責

鎮

交際費

鰻

雑収入

当期絡墨遺費用

閣首製品棚毎D高

閣未裏品欄餌高

当則製品騒遣原領

当期商品仕入高

期 婢

売上原価

5. L較 売上原価

(単位 !千円 )

(注)記裁金霞は、千円未満を切 り捨てて表′T、 しております

-7-



別紙 3

第 67期 目瑠舗騰

2022年 4月 1日から

2023年 3月 31日まで

京菱ケミカル株式会社



日 事 業 報 告 i(2022年 4月 1自 か ら 2023年 3月 31日 まで )

1.会社の現況に関する事項

(1)事業の経過汲ぴその成果

当期は、コロナ禍からの回復もあり親会社の販売数量としましては、全体では昨年に引続き増

加となりました。これに伴い、今期の京菱ケミカルの受注数量は増加し、セグメント別では感材

とインクジェットのミルローザレが対前年比 790/0、 970/0と マイナスとなるも、インクジェットの

El―ル、シー トがそれぞれ 1440/0、 1630/0で合計でも対前期比 1100/。の増となりました。

叉、今期は一昨年からインクジェットの回―ル・シー ト製品の仕上加工の変動買化を図るべく、

外注化を進めてまいりましたが、当初計画した□―ル製品の加工先での計画数量未達によるノヽッ

クオーダーが発生しました。さらに加工賃の単価高により上期は収益が悪化し計画未達となりま

した。

対応策として、上則後半より非正規社員採用による増直を図り、京麦ケミカル内での仕上カロエ

の数量を増やし、単価高の外注数量を減らすことで収益改善に努めました。

以上の結果、売上高はフ59百万円 (前期比 +107百万円)、 営業利益は+10百万円 (前期比
△6百万円)、 当期純利益は 9百万円 (前期比△8百万円)となりました。

(2)部門別の営業の概況

③ 製造部門

EB刷感材の受注数量は前期を下回りましたが、インクジェットにつきましては対前期上ヒシー

ト・□―)レ製品が大きく上回り、ミルロージレ製品は前期並みとなりました。

外注先の生産計画数量未遠、加工賃単価高による収益悪化の改善施策としましては、非正規

社員採用による京菱ケミカル内の変動買化に着手して改善に取り組みました。

結果、売上高は 613百万円 (前期比 +135百万円)、 営業利益は△24百万円 (前期比△ 1

百万円)となりました。

② 物流部門

京都工場構内の物流取扱い数量増により、売上高は前期より増加しました。

一部銘柄の外注先から直接納品への切替えや、上期に立ち上げた印刷感材製品の効率的な

輸出出荷方法を、インクジェット製品にも展開したこと等によるコス ト低減に努めたことに

より、営業不u益は前期より増加しました。

結果、売上高は 132百万円 (前期比 +7百万円)、 営業不u益は+36百万円 (前期比 +0

百万円)となりました。

③ ヘルスケア部門

一昨年に処理剤製造業務を親会社へ移管し、新たにヘルスケア部門を立ち上げアルコール製



剤として Pure Leaf除面液の生産を開始し、更なる市場拡大を目指すべく医薬部外品 (アル
コー)瘍肖毒液)の生産も開始いたしました。

他にも、本年より新たに生殖補助医療における卵子・胚の凍結保存デパイスでぁるディアム

ールの生産についても本格的な量産体制に偏え要員を確保し、研究開発部門の兼務者主導で生

産を開始いたしました。

尚、ディアムールの生産に関しましては、本年 7月を目途に親会社の品質保証 ,生産奮J塁

体制のもと、研究開発部門の兼務者主導から京菱ケミカル主導に生産移管する計画で進めてま

いります。

結果、売上高は 12百万円 (前期比△ 35百万円)、 営業利益△ 1百万 (前期比△4百万円)
となりました。

<部門別業績の概要>

部F写

第 66期(前期)

(2021年 4月 1日～

2022年 3月 31日 )

第 67期 (当期)

(2022年 4月 1日～

2023年 3月 31日 )

613

132

12 1.フ

759 100.0

前期比増減

(▲ ED減 )

販売金額 構成比   販売金額 構成主ヒ 増減額 増減率  |
百万円 O/。 百万円 O/c 百万円  |  。/。

+57 1

△35  ‐   △732  1

+107  1   +16.5

製造部門

物流部門

ヘルスケア部門

合 計

477  1     73.3 80.8 +135  ,   +28.4

1フ .5 +7125

48

19.3

フ.4

651 1000

(3)設備投資等の状況

当期中において実施いたしました設偏投資等の総額は 2,500千円で、その主なものは次のと

おりであります。

① 当期に完成した主要設偏

・純水装置

(4)資金調達の状況

プーリングを導入しております。当期末は 30百万円の借入れとなっております。



(5)財産及び損益の状況の推移

区分

.   第64剣    1   第65期

|(2019年 4月 1日～ |(2020年 4月 1日～

2020年 3月 31日 )1 2021年 3月 31日 )

第66期

(2021年 4月 1日～

2022年 3月 31日 )

第67期 (当期)

(2022年 4月 1日～

2023年 3月 31息 )

売上高

(千円)

営業利益 (△騨損失)

(千円〕

経常利益 (△印授失〕

(千円)

当期純利益 (△印損失)|

(千円)

804,071

6′ 947 1

3′ 730

△34,298

△34,723 1

△39,1401

651rアフ8

17,038

16,734

18′ 372

759,552

10`967

10,549

9′ 574

636,468

057r2

1株当たり当期純イu益

!(△ E「摂失,(円 )
iS,542,49 1    △163′ 08578 76ザ 55012 39,894.31

総資産

(千円)

1縫賓産

|(千円)

143,583

61′ 269 1

127,464

18,428

105,769

36ザ800

123′400

28f003

1 1株当たり純資産

|(円 )
255,28834 76r785.90 153.336.01 116,680

(6)重要な親会社の状況

親会社の状況

当社の親会社 Fま三菱製紙株式会社で、同社は当社の株式を240株 (議決権比率1000/0)保有し

ております。

当社は、親会社で塗布されたミ)レ国一ルの断裁、包装等仕上加工及び原材料・仕掛品・製品の

構内での運搬業務の請負、アルコール製剤の製造、本年より生殖補助医療における卵子・胚の凍

結保存デバイスの製造を行つております。また役員の派遣及び社員の出向を受けております。

(7)対処すべき謀題

① 対応すべきこと (今後の課題)

・製造部門

更なる収益改善に向けて、引き続き外注比率見直し、事F正規社員採用による京≡ケミカル内

変動買化を進めることで安定的な生産数量確保と外注加工費用の削減を目指す。

また、ヒューマンエラーによるクレーム削減に向け、親会社と一体となリタブレット技術標

準書の管理・閲覧システムを導入し、作業の見える化による安定生産を図る。

・物流部門

多能工化や固定買削減取組み推進、及びパランスの取れた年齢構成による人員体制を構築

する。



また、物流業界2024年問題を見据えたゲループ全体の保管・物流費用削減の取組みを推

進する。

・ヘルスケア部Fg

デイアムー)レの生産移管に伴う、アルコール製剤を含めたヘルスケア部門全体での要員

の適正化、及び業務の効率化による収益向上を図るa

(3)主要な事業内容 (2023年 3月 31日現在)

当社が現在行つている事業の主なものは次のとおりであります。

① 製造部門

感光材料用及び塗布紙の仕上げ加工。

② 物流部門

物品の構内運搬及び製品出荷業務。

③ ヘルスケア部門

医療・衛生関係商品の製造、加工、販売。

(9)圭要な営業F所等 (2023年 3月 31日現在〕

当社

本社        京都府長岡京市神足橋本 15番地
アルコール製造工場 京都府長岡京市神足橋本15番地
製造部・物流部工場 京都府長岡京市開囲 1丁目 6番 6号

(10)従業員の状況 (2023年 3月 31日現在 )

区分

正社員

他社から受入

前期末比増減数

2名 (滅 )

増減なし

従業員数

7名

26名

(注 )1,他社からの受入出向者も含めて記載しております。

2.上記のほか、

① l名が親会社等へ出向しております。

②準社員2名、契約社員9名、パート社員10名、3/4未満のパート社員18名、

派遺社員26名がおります。 (他に契約社員 1名が親会社等へ出向しております。)

倍入額 (千円)

30,576

倍入先

三菱製紙株式会社

(11)主要な僣入先 (2023年 3月 31日現在 )



2.会社の株式に関する事項 (2023年 3月 31日現在 )

(1)発行可能株式総数        800株

(2)発行済株式の総数        240株

(3)株主数              1名

(4)大株主

3日 会社役員に関する事項

(1)取締役及び監査役の状況 (2023年 3月 31日現在 )

(注 )1.

2,

3i

当期中の就任

2023年 1月 1日     監査役 久保 雅一

当期中の退任

2022年 12月 31日 (辞任)監 査役 真船 博史
2023年4月 1日付で次のとおり地位を変更しております。

氏名

徳永 幸雄

藤野 憲昭

会社における地位

代表取締役社長

常務取締役

4.2023年4月 1日付での就任及び退任

辞任 取締役 石黒 秀明

就任 取締役 早川 崇

(2)取締役及び監査役の報酬等

当事業年度に係る報酬等の総額

持株数 芸手窮代上ヒ憂黎

100,OO/o240株

株主名

三菱製紙株式会社

担当及び重要な兼職の状況

三菱製紙株式会社 京都工場工場長

三菱製紙株式会社 京省Bェ場製造部長

三菱製紙株式会社 京都工場技術部長

三菱裂紙株式会社 高砂工場事務部管I豊課長

氏名

藤野 憲昭

徳永 幸雄

石黒 秀明

森 朋生

久保 雅エ

会社における地位

代表取締役社長

取締役

取締役

取締役

監査役

摘要支給額

1lF970千円

720千円

12′ 690千円

支給人員

4名

2名

6名

区分

取締役

監査役

合計

(注 )1.取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。



2.株主総会の決議(2014年 6月 9日 )による取締役頌酬限度額は、月霞 1′660千円

3.株主総会の決議(2014年 6月 9日 )による監査役報酬眼度額は、月額 80子円

4.役員報酬は取締役会に一任しております。

4.会社の体制及び方針

内部統制のための体制

コンプライアンスに沿つた内部統制を図るために、金従業員に三菱製紙グループ企業行動憲章

カードを配布じ周知徹底を図っております。

以上のご報告は、次により記載されております。

百万円・千円 単位の記載金額は、百万円 。千円 未満切り捨てにより表示いたしております。



2022年 4月 1日から

2023年 3月 31日まで

京菱ケミカ′



■貸倍対照表

2023年 3月 31日 現在

第67期

科目 釦 科圏

1負債の部

70,■ 54,0991流動負債

1,384,495 買掛金

66.991,5931 短期借入金

146,7ア フ1 未払金

226,446. 未Jム費用

1,386,015  未払法人お兄等

18′アフ31 未払消費税等
S3′ 246´832  賞与も1当金
34,602,0961 預り金

6′038,523固定負債

36.000  退職給付弓1主当金

23′ 710′ 5981ど圭程義合計

3′834,728r― C澪部
982.24フ 株 :笙資本

18,644,736 資本金

18′ 644′736 利益剰余金
― 利益窄備金

その他利益剰余金

京菱ケミカル株式会社

代表取締役 徳永 幸雄 ⑧
(単位 :円 )

卸

93,647.680

22,869

30,576.410

3,353,187

33,243′ フ30

677,737

6,071′ 800

19′450,000

251,947

1′フ49,974

1′ 749,974

95,39ファ654

28,003,277

12,0007000

16r003,277

3,000′ 000

13,003,277

1資屋の部

1流動登産

現金及び預金
―
 売掛金
1 製品

1 原材料

未収入金
― 仮払金
1固定資産

1有形固定資産

建物

構築物
― 機械及び装置
1 車両還搬具

1 工具、器具及び備品

十投資その他の資屋

繰延税金資産

繰越利益乗1,粂金          1         13f003′ 277

細睡箋産β:三計                     28,003,277.
1資産合計              |      ■23,400,931負債及び純資産台 :汁             ■23,400,9ヨ 1-



■損益計算書

2022年 4月 1日から

2023年 3月 31日まで

第67期

科 目

売上高

売上原価

売上絡邪よ益

販売費及び‐般管理資

1営業部l益

1営業外収益

受取不ll息及び配当金

雑収入

営業外費用

支払利息

雑損失

経常利益

1税引前当期純損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当踊細利益

金額

京麦ケミカル株式会社

(単位 :円 )

759′552″ 1201

721,S34,5561

3870177564‐

27′ 050′ 185

10,967,3791

421′ 729

10,549,982

■0,549,982

4,044′ 253

△ 3′ 068,905

9,574,634

１

　

　

１ 324′ 3

４

　

８

７

　

５4

67′ 080

649354



■株主資本等変動計算書

2022年 4月 1日から

2023年 3月 31日 まで

第57期

1当期変動額

東菱ケミカル株式会社

純貧産合計

隅単位

株主資本

その他利益剰鏡利益

準偏金

利益

剰余金

合計

株主資本

合計

積立金

1 12′ 000,000 3,000,0001  40′000,000 △iS,199f357 24,800,6431  36r800′ 6431  36,800,643

融

利益

剰余金

当瑠首残高

剰余金の西己当 △18r372r000 △18′ 372,000 △18,372,000 △ 18,372,000

当期純利益

1別途積立金の取崩

9,Sア 4,6341 9′574,6341 9ィ574r634 9′ 574′ 634

△40f000,000   40,000,0001

当期変動額合計 ―|△ 40,000,000  31′ 202′ 63●  △8,797,366 △S,797,3661 △8ど 797′ 366

当期末残高 1 12′ 000,000 3′000r000 0   13,003,2771  16,003r277 28,003,277 23f003r277



E個汚uう主言己表

(重要な会計方霊・Ⅲに係る事項に関する注記)

1.棄産の評価基準及び評価方法

(1)たな缶口資産の評価基準及び評価方法

製品      :売 価違元法による原価法
仕掛品     :売 価還元法による原価法
原材料及び貯蔵品 :最終仕入原価法

2.固定贅達の減価償却の方法

(1)有形固定査産 (リース貧産を除く)

2007年 3月 31国 以前に取得したもの・ ヽ

2007年 4月 1自以降に取得したもの・・

1風定額法

定額法

3.雹 1当金の計上基準

(1)褒与引当金

従業員の気与支総に僑えるため、蔓与支総見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

(2)退職給付弓当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末 1こ

おいて発生していると認められる額を計上しております。

なお、退職給付イ言_務及び退職給付費用の計蒙は、退職給付に係る期末自己都合要支総額を退職給付債務とする方法を

用いた簡便法を採用しております。

4.消嚢税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

5.グループ通算制度の適用
2008年 4月 1日より、ググレープ違算制度を適用しております。

(株主資本等変動計葺書に関する浅記)

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当期首株式数   当期)菊的加株式数  ―当期減少株式数   当期末株式数

普通株式 240株 240株

2.剰余金の配当に関する事項

(1)配当金支拡額等
1決議 !株式の種類 1自己当金の総額  1株当たり

|(千円)   1配 当額 (円 )

基準囲 効力発生自

定時株主総会
蓄通株式     118,372 76rS50 0     .2022/3/31    2022/6/29

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度後となるもの

決議予定   1株式の種類   1配当の原資 効力発生回  |配当金の

総額(千円)

11株当たり

配当額 (円 )

基準日

定時株主総会
普通株式   1利益乗l余金 9,000     13ア テ500.0      2023/3/31    2023/6/30



監査報告書

2022年 4月 1日から2023年 3月 31日までの第6ン期事業年度の取締役の職務の執行を肇奮し、たしま

した。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたしますじ

1.整 奮の方法及びその内容

私は、取締役及び使用人等と意思疎通を国り、情報の蝦集及び肇奮の環境―
に努めるとともに、

取締役会その
―
な会議に建席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、

必要Iこ応じて説明を求め、重要な決裁書類等奄閲覧し、本社及び主要な票業所において業務及び財産の

状況を調査いたしました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属賜組書について検討いた t′ました。

さらに、会計帳薄及びこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類 (賞信対照表、

損益計算書ェ株主資本等変動計算書及び個刷注認表,及びその的属明組書「こついで検討いたしました。

2. 監韓

(1)手業報告等の監査緒果

O事業報告及びその円属明細書は、渡令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又1ま法令若しくは定款に違反する重大な事異は認められ

ません。

(2)計算書類及びその附属明組書の監査結果

計算書類及びその蜘属]月細善は、会強の財産及び損益の状況をすべての重要な点において滴下に

表示しているものと認めます。

2023年 5月 r3日

京菱ケミカル株式会社

肇奮役 魚T糸オ佳…更縁



2022年 4月 1日から

2023年 3月 31日まで

京菱ケミカル株式会社



E目次

2 引当金の明細

比較貸僣対照表(貸方〕

1

買

2

4

・５

比較販売費及ぴ一般管理甍B月組表 3

1

3

4-(1).

牛 (2)`

|

|

6比較損差計算書5



1.有形固定資達及び無形固定資産の明細

区分 貧産の種類

建物

構築物

車両及び運搬具

工具、器具及び傭品 1,074

有形固定資産計 39′ 3661     2,

1,記裁鉾 _は、千岡未満を切り捨てて表示しております。

2,当期増力霞額のうち、主なものは次のとおりであります。

・籐 置                   2,SCOtti円

(単位:千円〕

1期末取得原価

3911     6,038 18,722    24′ 760

36 634 7201

277,492 301′ 202

45,216 49,050

92 982 1

7,264 34′ 602

′4306

36
有

形

国

定

資

産 13′

893

2,466

354

448

′183

当期減沙額 1 当期償却額 1期末帳簿価額

25′ 9001     2,500 4f689    23,710

―1     2,090     3,3345,925

機械及び装置

～ 1,



15,090,0001 15,090,00019,450,000

期首残高

賞与弓1当金

2. 弓:題金の明領

退職給付引当金

(・注) てヽは、

(単位 :用〕

当期増加額 当期浦少額 期末残高

19,450,000

2,281,70フ
|

5r893,697! 6′425,430 1′749,974

しております。

-2



ヨB比 較販売資及び一般管理資明細表

(単位 :千円〕

因 )

306! 56 249

1    10,048 12′690 △2′641

増減要因 (単位 :百万円)

取締役増 〔当期4名、前期(4～6月 )3名、7月以降4

科 目 前瑶

12021年
胡 lBか ら

|

2922年 3月 Bえヨまで |

当期

2022年 4月 1日から

2023年 3良 319薫

増減

は減益要△

運員

1基本給 6r66と :~誦 証
~百
乱

諸手当 113 124 △ 10

賞与 1,315 9331 382

1退職金 3741 574 △200

法定福利賣 2,3091     2,494 △135

1厚生費 716 △ 82

保険料 1371       156 △ 19

修繕買 38 △88

支払作業賃 7 △ フ

15 △ 9

38t 35

I事務消耗品買

交際貴 △44

雑費 4,161 4′ 156 4

1販売資及び―朧 理資計 26,■44 27,030    △905

(注)記裁金額は、千円未溢ヽを切り捨てて表示しております。

799

君税公課

旅費交通費

54

2

10

B―



4。 (■ )と  比較賞借対照豪

科 目 前期   1  当期
(2022年 3月 31日 )|(2023年 B月 31日 )

(単位 !千円)

増減 増減要因 (単位 :百万円)

償却

△0.3

△4.6

△2.0

△0.0

資度の部

現金及び預金

1 売享掛金

製品

原材料

未ユ1又入金

短期貸付金

仮払金

固定資産

有形固定責歴

建物

構築物

機械及び装置

車両運搬具

工具、器具及び傭品

繰延税金資産

1資産合計

(注 )記裁金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

50,8271    70,154    ■9,326

1′ 6781      1,384 △2941

47,3671     66=991     19,624

146 146イ

177 226 49

253 1′386.     1,132タ ト注単価盛異 (0,9)

1,339 △1,3391

11 フ

54r942 53,246

18

△1,695

39,366     34,602 △4″764取得 / 除却 /
6,430 67°38 △391

36 361

25r900      23,710    zへ 2′189 2.5

5,9251 3,834    △2,090

1′074 982 △921

15,575 18,644 ユ,0681

15′ 5751     18′ 6441     3′ 068

■05′ 769 ■23′4001   ■7,631-

投資その他の観産

流動資産

-4‐



4‐ (2)、 比較賞倍対照表

(単位 |千円)

前期 当期 増減 壇減要因 (単位 :百万円〕
(2022年 3月 31日 )|(2023年 3月 31日 )

負債の部

流塾負債 66,687 93r6471    26,960

夏輸 22 △23

短期借入金 30,576 30′ 576フ
°一リンク
゛
寵争入増

未払金 S,888 3,353 △2′ 535 起業カー,(△ 4,S)、 グループ通算税′法人税(1.9)

未払費用 32,136 33′ 243 1′ 107

未払法人税等 677 302

△6′ 725

賞与引当金 15′090      19,450 4,360

預り金 3531 2511 △ 1011

1固定負償 2,28■       ■′7491    △531

退職給付引当金 2,231       1,7491 A531

1負債合計 68,9691    95′397 26′428

糠 明

株主資本 36r800     28,0031   △8,797

競 1     12,000     ■2.000

1 利益霜余金 24′800     16,003 △8′フ971

1  利益準備金 3′000 3′ 0001

その刑雰u益乗il織   1     21,8001     13,003 △8,797

別途積立金 40r0001 =  △40,000吼当原費のため繰越和」益剰余金へ振替(△40)

繰越利益剰余金 △18,199    13,003   31f202-別 途積立金取崩(40)、 配当(△ 18)、 当期純利益(9)

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科 目

46

753

6「 07112ァフ9フ未払消買税等

-5-



SB 比較損益計算書

科 圏

(単位 :千円)

1  前期   !  当期     増減

2021年 4月 1ヨから 2022年 4月 13から (△は減益要因)

2022年 3月 3ユ Sまで
-2023年
3月 31巳まで |

土口螢減要囚 (単位 :百万円)

売上原f西

室業外収益

売上高

1売上43翠J益

販売資及び一般管理費

営業翠J益

受取禾ll息及び配当金

雑収入

営業外収益合計

営業外麗用

支払利患

1 雑争員失

:経常利益

1特別長失
―
 固定資産廃棄損
. 
解体・撤去買驚

特別損失合計

税引前当期純利益

1法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純潮益

おゝ20

209 354 △14S‐

119 521

328 42■ △931

16ァフ34     10▼ S49    rゝ6,184

392 392

960 960

■′352 1,352

■5,382 10P549‐    △4r832

S23 4,044 △2r520

△3′068   △ 1′444

18′ 372 9,574 △8,79フ ー

651,778 759,SS21   ■07′773 仕上+135、 へ)レスケン△35、 物流 +7

608,5951   72■ ,534!  △112,938 外注△141、 派遼ハ31、 男務費20(出向者滅)、 材料受20(蛭理員ll
1移雷 )、 外注

pぇ

再運6(学 l騒療異4、 納謝対応2)

43,183     38,017 △5,165

26′■441    27′ 0501 △905

1フ
「
038     10r967    △6,0' 11

0 00

23 4 △19

1

△ 4′513

(注 )言B載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

6-



毒嘔紙 4

第 4S霜 事業報告

2022年 4月 1日から

2023年 3月 31日まで

高



事 業 報 曽  (2022年 4月 1日から 2023年 3月 31日まで )

1.会社の現況に関する事項
(1)事業の経過及びその成果
当期の三菱製紙株式会社高砂工場 (以下 高砂工場)倉入量は、51,469t(前期比 0,30/。減 )となり、
期首計画に対しては 2,158t(4.00/0)減 となりました。前期同様デジタザレ化の進行及び新型コロナウイ

ルス感染拡大の影響により需要が回復せず、特に NCR紙、感熱紙の生産邑が大きく減少しました。
弊社の仕上請負代金につきましては計画生産量に応して、半期毎に定額請負代金の見直しを行いまし

た。売上増の取組としては、高砂工場製品以外の仕上業務の積神題的な取り込み、また原価面では労務費

の削減や外注加工費の削減により収益改善を図りましたが、完全に打ち返すことはできませんでした。

この結果、売上高は 912′ 871千円(前則比 1.90/。滅)、 営業利益は△12′099干円(前期比 156.60ノら滅)、
経常利益は△9′ 279千円(前期比 143.80/。滅)となりました。特別損失、法人税等を計上後の当期純利益

は、△5,911千円(前期比 135.9%減 )となりました。

(2)部門朋の営業の概況

仕上部門の売上は、高砂工場からの定額代金、業務応援代金を合わせて 882百万円(前期比 2.10/。減 )、

高砂工場以外の売上は、八戸品並びに京都品他の委託加工を合わせ 29百万円〔前期比 3.30/。増)となりま

した。

前期比堪い減

(△印溝 )

1曽減率

%

△2.0

△14.7

△11,7

44.1

△■.9

増減額

百 万 円

△ Iア

O

△ 2

3

0

△ 17

第 45期 (当期 )

(2022年 4月 1日 ～

2023年 3月 31日 )

構成比

%

96.3

0.5

2.1

■,1

0,0

100.0

販売金額

百 万 円

878

4

18

10

0

912

第 44期

(2021年 4月 1自～

2022年 3月 31日

育毒成上ヒ

%

96.3

0.6

2。 3

0.8

0.0

100.0

販売金額

百 万 円

396

5

21

7

0

930

期 間

書,F尋

高砂工場   仕上加工
業務応援

八戸工場品  委託加工
京都工場品  委託力Π五
そ の 他   委託加正
合計

(3)設備投資等の状況
当期中において実施いたしました設備投資等の総額は 6′450千円で、その主なものは、次のとおりで
あります。

2インチ PXシャフト            2,760千 円

クランプ寧                 3.690千 円

(4)資金調達の状況
三菱製紙グループのプーリングシステムを導入しております。当期末は 268百万円の貸付となつてお
ります。

… 1-



(5)財産及び損益の状況の推移

(6)重要な親会社の襟況
当社の規会社は三菱製紙株式会社で、同社は当社の株式を 60′ 000株(議決権比率 1000/o)保有 してお
ります。

当社は親会社の仕上部門として、工場製品の仕上・包装・倉入を円滑に進めると共に、生産の効率化
・合 I里化を実施 して工場のコス トダウンと収益向上に貢献 しております。
また、役員の派遣および社員の出向を受けております。

(7)対処すべき課題
第 46期につきましては下記事項を重点的に推進いたします。
①完全無災害の達成

過去に発生した重大災害を踏まえ、原因となつた危険予知不足による不安全行動を撲滅するべく、
日々の作業前 KY、 相互注意の徹底、作業状況の録画映像チェックによる指導に加え、工場長、
係長による週替わり現場パ トロールも実施し、安全意識の向上を図ります。

②現場力向上による収益増

現場作業員の多能工化拡大により柔軟な要員運用を行うことで作業効率化を図り、更なるコス ト

削減を進めます。

③産業資材製品仕上の業務拡大

高砂工場の製造銘柄が情報資材から産業資材の銘柄へ変革が進む中、仕上業務についても柔軟な

対応を図ります。

(3)主要な事業内容 (2023年 3月 31日現在 )
・高砂工場製品の仕上げ包装作業

NCR紙、感熱紙、I]用紙、MR紙、トレーシングペーパー、圧着八ガキ、水処理腹基材、不織布
ブヽッテリーセパレーター、リライトメディア

上記製品の断裁 (巻取品、平判品、小判)、 選別、包装業務
・工場内のブローク掴包、仕分け業務
r包装材漑の管理業務、運搬業務

(9)主要な営業所及び工場 (2023年 3月 3■ 日現在 )
本 社 : 兵庫県高砂市高砂町栄町 105番地

第 45期 (当期)

(2022年 4月 1日～

2023年 3月 3と 日)

912,871

△12f099

△9=279

△5,911

△98.52

Se2.266

136,020

2.267.00

第 44期

(2021年 4月 1日 ～

2022年 3月 31日 )

930,717

21,360

21,207

16r466

274,44

583.331

158,395

2=639.92

第 43期

(2020年 4月 1日～
2021年 3月 3上 国)

88arO03

19,648

20,714

11,404

190.07

559.253

153,328

2,S5St48

第 42期

(2019年 4尾 1日～

2020年 3月 31日 )

964,253

19,755

22=825

16,013

266.89

567,215

157,926

2′632,11

区分

売上高 (千円)

営業利益(△印損失)〔千円)

経常利益 (△印損失)(千円)
当期純利益(△印損失〕(千円)

ュ勢当たり当期純斥u益(△印損失X円 )
総資産 (千開 )

純資産 (千円)

1株当たり純費産(円〕

…2“



区分

従業員

出向者

前期末比増減数

5名滅
2名減

従業員数

80名
24名

■0 (2023年 3月 31日 〕

(注)1.他社からの受入出向者も含めて記載しております。
2 上記のほか、

③ 社員 6名、再庭用者 1名が親会社等へ出向しております。
② 6名の再雇用者と 1名のパート社員がおります。

(■■)主要な借入先 (2023年 3月 3■ 日現在)
主要な借入先はありません。

(12)その他会社の現状に関する重要な事項

2019年 8月の死亡災害について、損害賠償請求を受け争訟中でしたが、2023年 5月 11日付で

和解が成立いたしました。

2E会社の株式に関する事項 (2023年 3月 3■ 日現在 )
(■ )発行可能株式総数             240,000株
(2)発行済株式の総数             60,000株
(3)株主数                   1名
4 大株主

3.会社役員に関する事項
■ (2023年 3月 3■ 日現在 )

(注 )1.当期中の就任

2022年 6月 28日

2022年 7月 21日

2023年 1月 1日

2.当期中の退任

2022年 6月 28日

2022年 7月 20日

2022年 12月 31日

監査役

監奮役

取締役

関  義久

塚本 貴夫

難波 誠

監査役

監査役

取締役

小林 茂宣

関  義久

真船 博史

持株比率

1000/o

持株数

60,000株
株主名

三菱製紙株式会社

担当及び重要な兼職の状況

三菱製紙株式会社執行役員高砂工場長

三菱製紙株式会社高砂工場製造部長

三菱製紙株式会社高砂工場事務部長
三菱製紙株式会社京都工場事務部管理グループリーダー

氏名

上国

茂原

須藤

難波

塚本

岡u

宏

郁巳

誠

貴夫

会社における地位

代表取締役社長

取締役

取締役

取締役

監査役

‐3-



2

(注)1.株主総会の決議(1982年 フ月 29日 )による取締役報酬限度額は、年額 14、 000千円
2.株主総会の決議(1982年 7月 29日 )による監査役報酬限度額は、年額 と、Ooo千円
3,当事業年度末現在の取締役は4名、監査役は 1名であります。
4.役員報酬は取締役会に一任しております。

4.会社の体制及び方針
当社は、コンプライアンスに沿った内部統制を図るために、全従業員に「三菱製紙グループ企業行動
憲章」カードを配布し周知徹底を図つております。

(■ )内部統割のための体制

当社は、三菱製紙株式会社の 1000/。子会社として、同社のコンプライアシス委員会に参画し、コンプ
ライアシスの強化を図っています。また、同社の「子会社管理規定」に基づく事業運営体制により業務
の通性を確保しています。

以上のご報告は、次により記載されております。

百万円・干円 単位の記裁金額は、百万円 け千円 未満切り捨てにより表示いたしております。

摘 要支給額

12,688二千円
フ20:子 円
13f408:千 円

支給人員
名

名

名

５

３

８

区分

取締役

監査役

合 計

ぃ
4‐



2022年 4月 1日から

2023年 3月 31日まで



口賞借対照表

20231辛 3月 31日現在

第45期

高蜂 鈍

代表取締役 及川 浩輿 ◎
(単位 :円〕

金額

87.685,932

221,734

4′ 528r743

71,542,324

173′ 100

9,279,300

1,940ァフal

358,560ァ959

358,560,959

446′246ァ891

■367020,080

30,000,000

■06′020′080

7.500▼ 000

98r520r080

90,500′ 000

8′020,080

■36′020,080

582,266,97■

科目

負債の部

流動負慣

買皓

未払金

未払費用

未払法人税等

未払消費税等

預り金

固定負債

退職給付引当金

負債合計

捕資産の部

株主資本

資本金

利益刑余金

利益準備金

その他利益剰余金

属u途橋立金

繰越刑益雰Jラ拿承営

縦 鉗

負債及び縮資産合計

金額

355′066,739

4,991,543

79,5717453

268′441,002

2,042P634

20,107

227,200,232

48′437,472

344

223.5761

42′ 270,098

3ァ925,152

1,6フ 3,840

■95,900

195,900

■78′566,860

136′ 720ァ600

41,796,260

50,000

582′266′971

科 目

資産の部

灘動資産

現金及び預金

売掛金

短期貸付金

未収入金

立替金

固定資産

有形固定資産

建物

構築物

機械及び装置

車両運搬具

王具、器具及び偏品

無形園定資産

電話加入権

投資その他の資産

繰延税金資産

生命保険積立金

出資金

資産合計

-1‐



口損益計欝蓄

2022年 4月 1日から

2023年 3月 31日 まで

第4朗
高砂鱒 舘

(単位 :円 )

金額

912,87■′506

858′569,856

54′30■,650

66,401′ 023

■2,099,373

3′052,323

232′632

9′279P182

26メ 500

9′305,682

4,2157784

△ フ,610,184

5,911,282

179,258

2,373,565

232,632

26′500

科目

売上高

売 トロ価

売上総利益

販売費及び一般管理質

営業員失

営業外収益

受取利息及ひ粗 当金

奉性耳又入

営業外費用

雑損失

騨

特別損失

固定資産廃棄損

税弓1前当期純損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期鶴損失

-2-



■株主資本書変動計算書

2022年 4月 1日から

2023年 3月31日 まで

第4S期

高砂

“

氏業株式会社

(単位 :円 )

純資産合計

158,395,362

△ 16,464,000

△ 5,911,282

△ 22,375,282

136.020,080

株主資本

株主資本

舗

158,3957362

△ 16,464,000

△ 5,911,282

△ 22.375ァ282

135,020,030

邪j益剰余金

剰余金

積立金 利益 合計

剰余金

128ィ 395,362

△ 16′464,000

△ S,911,282

△ 22,375f282

106,020r080

30,395′362

△ 16′464′ 000

△ Sr911,232

△ 22.375′ 232

8,020,080

90′500,000

90,500′ 000

利益

準備金

フ,S00,000

フ,500′000

資本金

30,000,000

30,000,000

当期首残高

当期密動額

剰余金の配当

当理純刑益

当期変動額合計

当期末残高

-3-



■個別注記表

僅 要な会計方針に係る事項に関する注記)

と.固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定費産 (リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年 4月以降に取得した建物 健物附属設備を除く)並びに
2016年 4月 1巳以後に取得した建物付属設備及び構築物については定額法を採用しております。

(2)無形固定食産 (リース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア (自社利用分)については、社内における利用可能期間
(5年)に基づいております。

(3)リ ース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資歴

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

2.引当金の計上基準

(1)退職給付引当金

従業員の退職給付に捕えるため、当事業年度末における退職給付償務及び年金食産の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、退職給付債務及び退職給付費用の計算は、退職総付に係る期末自己都合要支給額及び直近の年金財政

計算上の数理債務を退職総付償務とする方法を用いた簡便法を採用しております.

3,消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

4.連結納税制度の適用
2023年 3月期より、グループ通算制度を適用しております。

(維資本等変ヨ:と幹欝議に関する注記)
1.発行済株式の

―
び総数に関する事項

2.剰余金の配当に関する季娘

(1

当期末株式数

60,000株

当期減少株式数当期増加株式数当期首株式数

60,000株

株式の種類

錦

2022/3/31
12022/6/29

基準日

1効

力発生日1株当たり

配当額 (円 )

274.4

配当金の総額

(千用)

16′464
1増

里ξlH置目】IHミ亡三ヽこ2022/6/28

定時株主総会

rの
秘貢決議

4-



監査報告書

2022年 4月 1日から2023年 3月 31日 までの第4【斑簿礫年度の取締役の職務の執編を監査いたしました。その

方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1.監 査の方法及びその内容

私は、電話回線又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、取締磯及び使用人等と意愚疎通を図り、

情報の奴集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応して説朋を求め、重要な決難 を開覧し、本社にお

いて業務及び財産の状況を調査いたしました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計帳簿及びこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算ぎ頬 (貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注認表)及びその附属明細書について検討いたしました。

2・   鶉

(1)事業報告勤 難

O事業報告及びその附属明細書fよ、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点において摘干に

表示しているものと認めます。

2023年 5月 22日

緩



2022年 4月 1日から

2023年 3月 31日まで



B目次

頁

1

2

3

4

5

6

有形固定資産及び無形固定資産の明細

引当金の明細

蝉 鶏

1

2

3

4。 (1).

4-(2).

5



■.有形固定資涯及び無形固定睡 の明欄

千円未満を切 しております。

2,当期増力ll額のうち、主なものは次のとおりであります。

2インチPXシヤフト

クランプ車

(単位 :千円)

(注) 1

2,760千円

3,690千円

26千円

3.当期減少額のうち、主なものは次のとおりであります。

スタツカーミ五

4.建設仮勧定の増減は、主として当期中の設備建設の進捗と竣工による貧産振賛であります。

期末取得康価

9,406

535

482,379

23,391

38′613

554′825

灘儀償却累〕閣

9,061

311

440,609

19,465

36,939

506,387

期勘

344

223

42.270

3ァ925

1,673

48,437

195

195

当期償
=,額

153

15

5,005

3,フ30

174

255

9,334

当蝉

26

6′450

6,476

当期増力口額

2′760

3,690

6,450

12,900

期首帳簿価額

498

238

44ァ515

3,991

1′848

255

51,348

195

195

資産の種類

建物

脚

機械及び装置

車両及び運搬具

正具、器具及び備品

リース資産

建設仮勘定

有形固定資産計

電話加入権

無形固定資産計

区分

有

影

固

定

費

産

無 定

形 資

固 産

‐
1-



2B引当金の覇綱

働 豊:

(単位 :円)

てヽは、 ります。

期末残高

358,5607959

当期滅夢韻

6,095,000

当醐 朧

31′ 135,782

期首残高

333.520,177

区分

退職給付引当金

。2‐



3. 比較販売資及び一般管理費昭卿豪

(注)記載金額は、千円未満を切 しております。

(単位 :千円)

増滅要因 (単位 :日力円)

雇用調整勘成金

増減

(△は韓 因)

△     2,279

△   3′180

406イ｀

ヨ0

363

233

△     1′062

2フ

51

0

11

20

1

68

174

236

△    フ,986

当期
2022'F4月 1日から

2023年 3月 318まで

13′408

26′ 133

74フ

△  10′477

4′ 540

2′570

7′ 349

616

159

43

0

フ9

275

207

124

89

20′533

66浄 0■

醐
2C21年4月 1日から

2022年 3月 31日 まで

lIァ 129

22,953

341

△  10′ 508

4,176

2,336

6,286

588

210

4ヨ

C

90

296

205

124

21

20′ 359

△    236

58,420

科 目

役員報酬

鶏

割増賃金

譜手当

貫与

離

法定福利費

睡

保『食料

水道光熱費

租税公課

旅資韓

通信費

事務消耗品費

会費

灸際費

雑賣

維収入

'垣

売冒及び―般管理賣計

…3-



号減聾区l(単位 :自力翻)

三菱製紙仰

法人税1,9百万円

雇用保険料

取得  / 除却 /  脚

0,1

0,0

5.0

3,

0。と

2,7

3.6 O.0

税勘臭会計

明治安田生命養老保険料

観

△  6.■■6

124・

△  4,212

△  4.034

2,026

12

△     33

S,051

△   2,911

△    153

△ 15

△  2.245

△ 66

△    174

△    255

7,962

7,610

352

△   1,064

当期

(2023年 3月 91日 )

35S,066

4,991

フ9,571

268,441

2,042

20

227,200

48,437

344

223

42,270

3′925

1,673

■95

195

■78,S66

136,720

41,796

50

582,266

前期

(2022年 3月 31日 )

361,182

4′866

33,783

272,475

16

7

33

222″148

51,348

498

238

44′515

3,991

1′848

255

■95

195

■70,604

129,110

41′443

50

583,33■

科 目

流働資産

現金及顔 金

維

短期貸付金

未収入金

立薔金

仮払金

巨
―

有形固定資産

建物

構築物

機械及び装置

車両運搬具

工具、器具及び傭品

リース資産

無形固定資産

電話カロ入権

投資その他の資産

繰延税金資産

生命保険績立金

出資金

書と合計

4‐ (■ )日  比較貸情対照豪

(注) 記載金額は、千岡未満を切り捨てて表示しております。

(単位 :千円)

-4-



4‐ (2).  比較貸僧対熙裏

(注)記―
は、 しております。

(単位 と千爾)

増滅要因 (単位 :日力円)

年度末要支給額までの不足分引当

配当金 16.4自力円 当期純損失S.9百万円

運緒納税金

未払賞与 4.8百万円増

靭

△  3ダ730

6△

△    276

△   1,597

5,868

△  2ど 253

△  22,375

△ 22,37S

△ 22,375

△  22,375

△  ■,06■,

△  S.591

125

2S「040

25,040

2■ ,3■0

△ 22,375

当期

(2023年 9月 31日 )

87,685

221

4,528

71,542

173

9,279

1,940

3S8,S60

358,560

■36,020

30,000

98,520

582,266

446,246

■06,020

7.500

90′ 500

8,020

i367020

納

(2022年 3月 31日 )

9■ァ41G

227

276

6′126

65,673

2「426

14,871

1,815

333,S20

333,520

424,936

■58,395

30,000

■28,39S

アP500

120,995

90,S00

30,395

■58,395

S33′ 33■

科 目

負個の部

孟動負領

買掛金

リース債務

未払金

未払費用

未払法人税等

未払消費千見等

預り金

固確働偶

退職給付弓1当金

負皓 計

摘資産の部

株空資本

資本金

利益劇余金

利益準備金

その他利益剰余金

別途騒立金

繰越利益剰余金

簡資産合計

負霞及
―
産合計

‐
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5, 比較損益計欝書

(注)記栽金額は、千蘭宋務を切り据にて表示しております。

(単位 :千円)

増｀減要因 (単位 :百万円)

割増賃金 3.9百万円増 賞与 3.4百万円増

役員報酬 2.2百万円増 基本給 3.ユ百万円増

保険配当金 1.6百万円壌

弁護土置用 1,6百万円→ 0.1百万円

増滅

(△ I武蔑番要因)

△ ■7,846

△   フ,633

△  25r4フ 9

△   7′ 980

△  33,459

Δ 25

1,561

1′S35

1=436

■r436

△  30,487

86

86

△  30,400

5,869

2.153

△  22r377

当期

2022年 4月 1日から

2023年 3月 31日まで

9■2,871

85e,569

S4,30■

66,40■

△ ■2,099

179

2,S73

3′052

232

232

▲ 9,279

26

26

ぶ 9,30S

4,215

ファ610

S,911

前期

2021年 4月 1日から

2022年 3月 31日まで

930,7■ 7

850r936

79rア 80

58,420

2■,360

204

lr312

■rSi6

1′669

■′669

21,207

113

113

2■,094

10,085

5′456

16′466

科 目

売_上原T画

売
―
J養

顧死資及び―般管理置

日彙刑盤

豊葉外〕瞑盤

受取利息及び配当金

雑収入

営業外収益合計

営業外費用

雑損失

豊業外翼用合計

経常利益

特別損失

固定資産廃乗損

特別損失合計

税引苗当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整霞

当期脚 j益
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